
多摩30市町村における法定外の広域連携

（１）分野による分類
分　野 件　数 具体例

　①行政全般 4 広域連携推進協議会

　②流域 22 多摩川流域協議会

　③交通 15 三鷹・立川間立体化複々線促進協議会

　④し尿処理 0 （※法定の一部事務組合のみで実施。）

　⑤環境 9 緑の情報連絡会

　⑥施設等相互利用 3 図書館間相互賃借

　⑦システム開発 3 東京電子自治体共同運営協議会

　⑧防災 8 震災時の相互応援に関する協定

　⑨まちづくり 15 多摩ニュータウンまちづくり協議会

　⑩観光 3 多摩ＦＣ交流会

　⑪基地対策 3 横田基地に関する東京都と周辺市町連絡協議会

　⑫地域振興 5 多摩東部広域産業政策連絡会議

　⑬文化行政 3 東京都公民館連絡協議会

　⑭保健福祉 12 多摩地域福祉有償運送運営協議会

　⑮行政事務 10 東京土地区画整理事業推進連盟

　⑯大学等 2 （社）学術・文化・産業ネットワーク多摩

　⑰収益事業 0 （※法定の一部事務組合のみで実施。）

　⑱その他 1 経営シミュレーションセミナー

合　　計 118
※分野については、市長会事務局において区分した。

（２）性格による分類
種　別 性　格 件　数

　ア　要望型 事業促進や予算獲得に向けた要望、陳情など 18

　イ　連絡調整型 情報交換、調整、協議、対策など 70

　ウ　共同運営型 事務や事業の共同処理 30

（３）加盟団体数による分類（多摩26市の加盟状況）
加盟団体数 件　数

1市～4市 47

5市～10市 40

11市～25市 19

26市（全て） 12

●東京都市長会「広域連携の勧め～多摩の魅力を高める18の連携～」（平成18年11月）より作成
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●東京都総務局行政部「東京都区市町村年報2005、2009」より作成
●18＝H18.1.1現在、22＝H22.1.1現在である。
●加入率＝加入者数÷H18.1.1(H22.1.1)の住民基本台帳人口

区市町村別の住民の消防団への加入者数及び加入率
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大都市の消防団加入者数及び加入率の比較（平成21年4月時点）
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●総務省消防庁ホームページ「消防団の概要(各消防団別）」より作成。
●加入率の算出に当たり使用した人口は、平成21年3月31日現在の住民基本台帳人口である。
●大阪市は、機能別消防団（＝能力や事情に応じて特定の活動のみに参加する）である。

加入者（人） 加入率

137



●東京都総務局行政部「東京都区市町村年報2005、2009」より作成
●18＝H18.1.1現在、22＝H22.1.1現在である。

区市町村別の町会・自治会数
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東京都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況（平成20年度）

※出典：東京都生活文化局「都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況調査」データにより作成
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東京都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況の推移

※出典：東京都生活文化局「都内区市町村におけるNPO支援・協働に関する施策の実施状況調査」データにより作成
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東京都におけるNPO法人設立認証団体の活動分野（平成22年7月31日現在）

※出典：東京都生活文化局HP「NPO法人設立認証団体一覧」により作成
※平成22年7月31日現在　認証団体　6,594団体

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500

1保健、医療又は福祉の増進を図る活動

2社会教育の増進を図る活動

3まちづくりの推進を図る活動

4学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

5環境の保全を図る活動

6災害救援活動

7地域安全活動

8人権の擁護又は平和の推進を図る活動

9国際協力活動

10男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

11子どもの健全育成を図る活動

12情報化社会の発展を図る活動

13科学技術の振興を図る活動

14経済活動の活性化を図る活動

15職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

16消費者の保護を図る活動

17以上の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

（団体）
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東京都における社会貢献活動団体等との協働事業実施状況（平成20年度）

＜参考＞
共催 社会貢献活動団体と行政等が主催者となって共同で一つの事業を行う協働形態。

実行委員会・協議会 社会貢献活動団体と行政等で構成された「実行委員会」・「協議会」が主催者となって、事業を行う協働形態。

事業協力 社会貢献活動団体と行政との間で、それぞれの特性を活かす役割分担を取り決めた協定書を締結するなど、一定期間、継続的な関係のもとで事業を協力して行う協働形態。

委託 行政が社会貢献活動団体に対して、協働になじむ業務を委託する協働形態。行政にはない専門性・先駆性や社会貢献活動団体の持つネットワークが求められる事業に有効。

情報提供・情報交換 行政が社会貢献活動団体から協働事業の提案を受けたり、都民ニーズや協働事業に関する意見を聞いたりする協働形態。

※出典：東京都生活文化局「平成20年度社会貢献活動団体等との協働事業実施状況調査」により作成
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（事業）
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平成21年度　地方公共団体の行政改革事例（地域協働の推進）
16事例
番号 団体名 取組名 取組内容

1 岩手県
いわて公共サービス・マッチン
グシステム

　県と民間企業との間で、より包括的な連携を推進し、両者の連携した取り組みにより県民サービス向上を図るため、県公式ホームページでの専用
ページの開設や、企業からの提案の受付・調整を行う窓口の設置（一元化）を行う。

2 岩手県大船渡市
市民文化会館自主事業実行委
員会活動

　市民文化会館建設時に、設計内容や運営のあり方に関する検討の中心であった企画運営委員会の後を受け、開館後の運営の一翼を担うため、平
成19年10月に新たに設立された市民参画型組織が、市民文化会館の自主事業について自ら企画・実施している。

3 宮城県多賀城市
大学と連携した第五次多賀城
市総合計画策定業務

　市の最上位計画となる第五次多賀城市総合計画の策定に当たり、多くの市民が参画する「まちづくり懇談会」の会議の進行、取りまとめを地元大学
である東北学院大学と協働で行うこととした。

　本市が標榜する総合計画策定は、地元大学を協働のパートナーとして作業を進めるものであり、「委託者と受託者」という関係とは根本的に異なる。
大学教授陣が有するファシリテーション能力、専門性の高い知識と官僚的にならない市民参加型の会議の進め方は、参画する市民から好評を得て
いる。

4 秋田県秋田市
地域拠点施設の整備と市民協
働による施設管理の導入

　市内を７地域に分け、各地域に「市民協働」「都市内地域分権」を推進する拠点施設として「市民サービスセンター」を整備し、その地域に密接に関
連する事業予算を配当・執行するとともに、市民の行政への参加機会拡充を行うという市民サービスセンター整備構想に基づき、平成21年５月に西
部市民サービスセンターを開設した。

　西部市民サービスセンターの貸出施設（公民館・コミュニティセンター機能）の管理については、市民協働の観点から、指定管理者制度により、地域
住民が結成した「住民自治協議会（地域づくり組織）」に委託している。

5 東京都国分寺市 国分寺市提案型協働事業

　福祉・教育・環境など複雑化・多様化する地域の課題の解決や、市民のニーズに対して、市民の視点から事業提案をしていただき、市民活動団体と
市が協働で行うことで、地域の課題解決や市民サービスの向上を図る事業である。

　本事業を進めることで、(1)市民活動団体と市との協働事業の推進、(2)新たな公共の構築に向けてのツールづくり、(3)市民視点による行政サービス
の展開、(4)市政の透明化とスリム化、(5)新たな雇用促進、を達成することができると考えている。

　この制度は、平成19年度より３年間試行運用しており、平成20年度より事業を実施している。20年度は５件、21年度は６件の事業を提案型協働事業
として実施している。

6 長野県岡谷市
市民参加による「公共施設の
あり方検討」

　特定分野に限ることなく公共施設全体のあり方について、市民参画による議論・検討を行い、住民と行政の協働により施設の民営化、統合、廃止、
管理運営の見直しが進められており、行財政改革と市民総参加のまちづくりの推進が図られている。

7 静岡県菊川市
菊川市１％地域づくり活動交付
金制度の創設

　市民税１％相当額（あくまでも目安）を原資として、市民が実践するまちづくり・地域づくり活動に対し経費の一部を助成するもので、「市税の使い道
を市民が決める」といった発想をもとに、コミュニティ協議会や自治会、ＮＰＯ、ボランティア団体、社会貢献を行う企業などが、地域の親睦や交流、身
近な地域課題の解決、市民自らが考え実践する活動に対し、活動資金の一部を助成する公募型（手上げ方式）の交付金制度を創設した。

8 愛知県
協働ロードマップ策定手順書
の作成

１　協働ロードマップ策定手順書の作成

(1)ＮＰＯとの協働を促進するため、県とＮＰＯが対等な関係で議論し、平成16年５月、全国に先駆けて「あいち協働ルールブック2004」を発行した。

　このルールブックに沿って、ＮＰＯとの協働を進めてきたが、今後、ＮＰＯとの協働の成熟を目指す上で、事業の実施段階における協働はもとより、事
業を企画立案する前の段階から中長期的課題を共に協議し、問題意識を共有するとともに、今後の課題解決の方策を探っていくことが重要になって
くる。

　平成19年２月には、ＮＰＯと行政の継続的な協議・検証を行うために設置された「ＮＰＯと行政の協働に関する実務者会議」において、「中長期的課
題に関するオープンな議論の場」の必要性が示された。

　これを受けて、こうした「協議の場」を活用して「協働ロードマップ」づくりを推進し、「あいち協働ルールブック2004」による協働の更なるレベルアップを
目指すこととした。

(2)平成20年度に学識者やＮＰＯ関係者、行政担当者で構成する「協働ロードマップ検討会議」を設置し、ＮＰＯと行政との協働の促進を図り、福祉や
環境などの様々な分野における「協働ロードマップ」づくりを推進するため必要な手順について検討した。

　そして、平成21年３月に、この検討の成果を取りまとめたものを「協働ロードマップ策定手順書」として作成した。

２　「協働ロードマップ」とは

行政、ＮＰＯを中心とした公共を担う各主体が、中長期的な視点に立ち、県政各分野における特定課題をテーマに協議することにより、問題意識やビ
ジョンを共有し、連携して公共サービスの向上を目指す方向性を示す行程書である。
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平成21年度　地方公共団体の行政改革事例（地域協働の推進）

番号 団体名 取組名 取組内容

9 愛知県蟹江町
輝来都（きらっと）かにえ・協働
まちづくりモデル事業

　地域課題の解決を図るとともに、住民団体等の活動を活発化させ、町と住民との協働による各分野のまちづくりを進展させることを目的として協働
まちづくりモデル事業を実施した。

10 京都府
府民公募型安心・安全整備事
業

　府が管理する道路や河川、建物等において、従来の事業手法に加え、府民のみなさんが日頃から感じている身近な安心・安全のための改善箇所
を公募し、地域や市町村からの要望とともに、事業箇所を決定する府民参加型の新しい公共事業の事業手法を導入した。これにより、府民のみなさ
んの府の施設に対する関心や地域に密着した身近な安心・安全の向上を進めるとともに、住民が地域をより良くしたいと考え、行動する「住民力」を
活かした住民自治型行政への転換を図る。

11 兵庫県加古川市
ＮＰＯとの協働による子育て支
援事業の展開

　市では、３次に亘る行革緊急行動計画に基づき行財政全般に関して見直しを行ってきた。平成20年度には、平成17年度から21年度までの計画「第
３次行革緊急行動計画」と相まって、平成23年度を目標年度とする「加古川市行政経営改革プラン（第４次行革緊急行動計画）」を策定し、効率性や
有効性の視点から、更なる事務事業の見直しを進めている。

　加古川市行政経営改革プランでは「子育てプラザの管理運営委託」の取り組みを掲げている。これは単なる定員適正化の推進による職員数の削
減、また業務の民間委託による経費削減の観点にとどまらず、事業の有効性を重視し、子どもや子育て中の親が利用する施設を子育てサークル・グ
ループで構成される団体へ委託し、地域コミュニティとの協働による事業の推進を目指した取り組みとして実施している。

12 徳島県 とくしま“トクトク”事業の実施
　限られた財源のもと、広く県民の皆様のノウハウ、パワー、ネットワークなどを最大限に活かすため、これまで以上に県の創意工夫と県民の積極的
な御協力を基本とする『21世紀の新しい行政のかたち』を目指して、「ゼロ予算事業」、「県民との協働事業」、「県民スポンサー事業」を推進する。

13 愛媛県八幡浜市
八幡浜市じゃこ天国油田化プ
ロジェクト（企業提案型資源リ
サイクル事業）

　平成20年２月に策定した「八幡浜市地域省エネルギービジョン」の中で最重点項目とし、市民・事業者・行政の三位一体で取り組んでいく事業の一
つとしてバイオディーゼル燃料の導入を事業化し、平成21年５月から取り組んでいる。

　これは、市内から排出される廃食用油を回収するとともに、そこから精製したバイオディーゼル燃料をごみ収集車等の公用車に使用して、廃棄物の
減量化と循環型社会の構築を目指すものである。

　この取り組みは、水産練り製品、なかでも「じゃこ天」の製造が盛んな八幡浜市が、廃食用油という軽油に代わるバイオディーゼル燃料の油田を擁し
ている一つの国という事で『八幡浜市じゃこ天国油田化プロジェクト』と名付けた。

14 福岡県福岡市 共働事業提案制度

　平成20年度から「ＮＰＯと市がともにはたらくプロジェクト」として導入した「共働事業提案制度」は、従来の委託や補助事業とは異なる事業実施のス
タイルである。

「新しい公共」の担い手でもあるＮＰＯからの事業提案をもとに、企画段階からＮＰＯと市が対等な立場で協議・調整を行い、事業採択後は、経費負担
割合や事務役割の分担を定めた共働協定書を締結し、実行委員会を組織して事業を実施する。

　ＮＰＯの専門性や機動力と、市の調整力や情報発信力を合わせることで、きめの細かい市民サービスの提供や、複雑化する社会問題・地域課題の
解決、都市活力の創出等を目指している。

15 佐賀県鳥栖市 鳥栖みらい会議の設置
　新たなまちづくり計画（第６次鳥栖市総合計画）の策定にあたり、市民が考え、実践する「鳥栖で生活する市民が、自分のために、みんなのためにつ
くるまちづくり計画」を目指して、「鳥栖みらい会議」を設置することにより、市民が主体となって計画策定に携わる仕組みを導入した。

16 宮崎県 中山間盛り上げ隊派遣事業
　中山間地域では、過疎化や高齢化の著しい進行により、集落道の管理作業や地域行事、伝統芸能などの維持・運営を行う担い手の確保が大きな
課題となっている。このため、集落等が単独で行うことが困難となった各種共同作業などの活動を支援するとともに、これらの支援活動を通じて都市
住民と中山間地域との人的交流を促進し、中山間地域の活性化を図る「中山間盛り上げ隊派遣事業」を平成21年度から実施している。

※出典：総務省HP「平成21年度行政改革の取組事例に関する調査（平成21年12月末現在）」により作成

144



年度 団体名 取組名 取組内容

21
年
度

東京都国分寺市
国分寺市提案型協
働事業

　福祉・教育・環境など複雑化・多様化する地域の課題の解決や、市民のニーズに対して、市民の視点から事業
提案をしていただき、市民活動団体と市が協働で行うことで、地域の課題解決や市民サービスの向上を図る事業
である。
　本事業を進めることで、①市民活動団体と市との協働事業の推進、②新たな公共の構築に向けてのツールづく
り、③市民視点による行政サービスの展開、④市政の透明化とスリム化、⑤新たな雇用促進、を達成することが
できると考えている。
　この制度は、平成19年度より３年間試行運用しており平成20年度より事業を実施

20
年
度

東京都稲城市
稲城市介護支援ボ
ランティア制度

　高齢者の介護支援ボランティア活動実績を評価したうえで評価ポイントを付与し、当該高齢者の申出により、当
該評価ポイントを換金した交付金を交付する制度（一定の社会参加活動をした者に対し、活動実績に応じて、実
質的に介護保険料負担を軽減するもの。）です。
　高齢者が介護支援ボランティア活動を通じて地域貢献することを積極的に奨励・支援し、高齢者自身の社会参
加活動を通じた介護予防を推進するため、市民の共同連帯の理念に基づきこの制度を設け、もっていきいきとし
た地域社会となることを目的としています。

19
年
度

東京都足立区
あだちエコネット事業
(企業提案型資源回
収事業)

　「あだちエコネット事業」の一環として、区と区民、スーパー等の事業者が協働で自動回収機（Reverse Vending
Machine：以下ＲＶＭ）によるペットボトル店頭回収を実施。
　区内のスーパーチェーン11 社、29 店舗にＲＶＭを設置し、平成18 年7 月の事業開始から平成19 年12 月まで
に294 トン、832 万本を回収した。
　回収ペットボトルは、ＲＶＭによってチップ状に破砕したのち、民間企業が効率的に収集し、国内でペットボトルへ
と再製品化（ボトルto ボトル＝ケミカルリサイクル）を行う。

17
年
度

東京都武蔵野市
住民主体の公共
サービスの提供

　地域住民が主体のNPO が市の支援のもとに子育て相談、交流、情報提供、一時保育などの子育て支援事業を
実施（「武蔵野市テンミリオンハウス事業」）。
　市は補助金と活動拠点となる施設の無償提供により支援。補助を受ける団体は他分野の事業とともに「武蔵野
市テンミリオンハウス事業採択・評価委員会」により事業内容及び活動実績を評価される。
　実施主体が地元の子育て経験者（女性）が主体であるため、住民から気軽に利用できると好評。

※出典：総務省HP「地方行政改革事例集（平成17年度～平成20年度）により都内区市町村分を抜粋

都内区市町村における行政改革事例（地域協働の推進）
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都内区市町村の認可地縁団体が行う活動内容（目的別）

※出典：総務省「地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査」（平成20年）により作成
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d.道路、街路灯等の整備、修繕等

e.防災、防火

f.交通安全、防犯

g.盆踊り、お祭り、敬老会、成人式等の行事開催

h.スポーツレクリエーション活動

I.文化レクリエーション活動

j.慶弔

k.独居老人訪問等社会福祉活動

l.行政機関に対する要望、陳情等

m.その他

区市町村計

（％）
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地縁団体の認可総数の推移（東京都）

※出典：総務省「地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査」（平成20年）により作成
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通常市が行っている事務の
うち、大都市地域における
行政の一体性及び統一性の
確保の観点から、特別区の
区域を通じて都が一体的に
処理する必要がある事務

一般的な都道府県事務

一般市の事務

概ね特別区の事務の範囲

概ね東京都の事務の範囲

一
般
的
な
都
道
府
県
事
務

一
般
市
の
事
務

政
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指
定
都
市
の
事
務

中
核
市
の
事
務

警　察
小中学校教員
定数・給与

保　健　所

児童相談所

水　道 消　防

小中学校教員
任免

高　校
・

大 学

公共下水道

住
宅
　
・
　
公
園
　
・
　
病
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交
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公
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都市計画

小中学校戸　籍住民記録介護保険国民健康
保険

清　掃生活保護

流域下水道

建築確認

幹線道路

生活道路

保 育 所

地方自治体の事務の範囲：主な役割主体（例示）
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都と区市町村の役割分担の原則（地方自治法） 

 
①一般的な都道府県と市町村の関係（地方自治法第２条） ②都と特別区の関係（地方自治法第 281 条の 2） 

  地方自治法では、都道府県と市町村の役割分担を下図のように定めている。 

 

広域にわたるもの 

 

 

 

（広域） 

市町村に関する連絡

調整に関するもの 

 

 

（連絡調整） 

その規模又は性質に

おいて一般の市町村

が処理することが適

当でないと認められ

るもの 

（補完） 

 

都道府県が処理するものとされているものを除き 

一般的に普通地方公共団体の事務（※）を処理 

（ただし、その規模又は性質において一般の市町 

村が処理することが適当でないと認められるもの 

については、当該市町村の規模及び能力に応じて 

これを処理することができる） 

 

 

※普通地方公共団体の事務（地方自治法第２条第２項） 

普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又は 

  これに基づく政令により処理することとされるものを処理する。 

 

 

   一方、特別区の存する区域での都区の役割分担は以下のように定められている。 

 

第２条第５項において都道 

府県が処理するものとされ 

ている事務 

（広域・連絡調整・補完） 

特別区に関する連絡調整に 

関する事務 

 

（連絡調整） 

第２条第３項本文において市町村が処理するものとさ 

れている事務のうち、人口が高度に集中する大都市地 

域における行政の一体性及び統一性の確保の観点から 

当該区域を通じて都が一体的に処理することが必要で 

あると認められる事務   

特別区の存する区域を通じて都が一体的に処理する 

ものとされているものを除き一般的に第２条第３項 

において市町村が処理するものとされている事務を 

処理  

市町村が 
処理 
（第３項） 

都道府県が 
処理 
（第５項） 

都が処理 
（第１項） 

コ
コ
が

違

う

と

こ

ろ
特別区が 
処理 
（第２項） 

 
※出典：東京の自治のあり方研究会第１回（H21.11.5）資料より抜粋 
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 特  別  区 市  町  村 
【現状】 

○昭和 40 年 4 月の福祉事務所の設置等、昭和 50 年 4 月の保健所、公営住宅の設置・管理等、平成 12

年 4 月の清掃事業等、数次にわたる事務移管によって、特別区の実施する事務は拡充されてきた。 

○現在は、原則として一般の市に属する事務と同様の事務を処理することとなっている。 

【現状】 

○原則として、一般の市町村と同様の事務を処理している。 

 

 

事務配分 

  

 一般の市町村では実施していない事務の区市町村の状況 

保健所 23 区全てで設置 八王子市で設置（平成 23 年 4 月に町田市で設置予定） 

特定行政庁 

（建築主事設置区市町村） 
23 区全てが限定特定行政庁（延べ面積１万㎡超を除く） 9 市が特定行政庁 

事務処理特例（H22.9 現在） 1075 事務 市 855 事務 町村 281 事務 

   
一般の市町村で実施可能であるが特別区（一部市町村）では実施していない事務の区市町村の状況 

上水道の設置・管理 東京都水道局で実施 
26 市町は東京水道局で実施（武蔵野市､昭島市､羽村市を除く 23 市と檜原村を除く西多摩郡 3 町））

13 市町村は各市町村で実施  

下水道の設置・管理 東京都下水道局で実施 

各市町村で実施（なお、各市町間においての一部委託あり） 

※但し、多摩地域では、流域下水道事業（水再生センター、ポンプ所、幹線管きょなどの基幹

施設の建設・維持管理など）は、東京都下水道局が実施。 

消防 東京消防庁で実施 
29 市町村は東京消防庁に委託（稲城市を除く 25 市と西多摩郡の 4 町村） 

10 市町は各市町村で実施 

一般廃棄物の最終処分 東京都に委託 
37 市町村（奥多摩町・小笠原村を除く）は一部事務組合で実施。 

2 町村は各町村で実施。 

用途地域の 

都市計画決定権者 
東京都知事 

28 市町は東京都知事（26 市と瑞穂町、日の出町） 

11 町村は各町村長 

 任意共管事務の区市町村の状況 

高等学校（H22.5.1 現在） 中等教育学校 1 校（都立：高等学校 118 校、中等教育学校 2 校） 設置なし（都立：高等学校 74 校、中等教育学校 3 校） 

公営住宅（H21.3.31 現在） 12,898 戸（都営住宅：166,601 戸） 7,818 戸 （都営住宅：91,375 戸） 

特別支援学校（H22.5.1 現在） 5 校（都立：33 校 1 分校） 設置なし（都立：22 校） 

病院（H22.4.1 現在） 1 病院(都立：5 病院) 9 病院（市立：4、町立：2、一部事務組合：3）（都立：3 病院） 
 

        特別区と市町村の事務配分の現状 
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22年1月現在

条例 規則 条例 規則

1 1 電子証明書発行手数料の徴収事務
電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関
する法律、同施行条例

総務局

1の2 1の2
基幹調査に関する事務の一部（商業動態統計
調査・建築工事統計調査）

統計法、同施行令
総務局
建設局

2 1 2 1
私立幼稚園、私立専修学校及び私立各種学校
に関する認可、指導等

学校教育法、同施行令、私立学校法、同施行
細則

生活文化
スポーツ局

3
家庭用品の品質に係る適正表示遵守のための
指導等

家庭用品品質表示法
生活文化

スポーツ局

4 （削　除） （消費生活協同組合法）

5 3 （削　除）
（主要食糧の需給及び価格の安定に関する法
律）

6 4
遊休土地の実態調査及び事前確認申請の受理
に関する事務

国土利用計画法、同施行令、同施行規則 都市整備局

7 5
都市計画法による開発行為、建築等の規制に
関する事務

都市計画法、建築基準法 都市整備局

8 6 宅地造成工事の規制に関する事務 宅地造成等規制法 都市整備局

9 7
個人、組合又は会社施行の土地区画整理事業
に係る認可等に関する事務等

土地区画整理法、建築基準法 都市整備局

10 8
市街地再開発事業施行地区内における建築行
為の許可等

都市再開発法 都市整備局

11 8の2 大都市法における建築等に規制に関する事務
大都市地域における住宅及び住宅地の供給の
促進に関する特別措置法、土地区画整理法

都市整備局

12 2 8の3
建替計画認定の経由事務、計画整備組合に関
する事務等

密集市街地における防災街区の整備の促進に
関する法律、同施行令、同施行規則、同施行
細則、東京都都市整備局関係手数料条例

都市整備局

12の2 優良宅地及び優良住宅の認定に関する事務 租税特別措置法 都市整備局

13 3 9 2,3 屋外広告物の規制に関する事務
屋外広告物法、東京都屋外広告物条例、同条
例施行規則

都市整備局

14 （削　除）
（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる
特定建築物の建築の促進に関する法律）

15 4
特定建築物の建築及び維持保全の計画の認定
申請等に係る経由事務

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律、同施行規則、同施行細則

都市整備局

15の2 10
特定建築物に係る制限の緩和に関する認定事
務

高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整
備に関する条例、同施行規則、同施行細則

都市整備局

16 5
建築物の耐震改修計画の認定申請等に係る経
由事務

建築物の耐震改修の促進に関する法律、同施
行規則、同施行細則

都市整備局

17 6 （削　除）
（首都圏の既成市街地における工業等の制限
に関する法律、同施行細則、東京都都市計画
局関係手数料条例）

18 7 11 建築許可申請等に係る経由事務等
建築基準法、同施行規則、同施行細則、東京
都都市整備局関係手数料条例

都市整備局

19 12 建築基準の特例の認定 東京都建築安全条例 都市整備局

20 13 （削　除） （東京都特別工業地区建築条例）

21 14 文教地区内における建築の特例の許可 東京都文教地区建築条例 都市整備局

22 15 駐車施設の附置の係る特例の認定等 東京都駐車場条例、同施行規則 都市整備局

23 電気用品販売業者の指導等 電気用品安全法 環境局

24 8 16 4 工場、指定作業場等の規制に関する事務等
都民の健康と安全を確保する環境に関する条
例、同施行規則

環境局

24の2 16の2 特定粉じん排出等作業計画届出の受理等 大気汚染防止法 環境局

備考

※「区」欄の数字は「特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例」第2条表中の項番号に、また「市町村」欄の数字は「市町村における東京
都の事務処理の特例に関する条例」第2条表中の項番号に、それぞれ対応している。なお、数字の網掛けは町村に移譲している事務である。

　　事務処理特例制度による移譲項目一覧

区 市町村
区市町村が処理する事務 法令等 所管局
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条例 規則 条例 規則
備考

区 市町村
区市町村が処理する事務 法令等 所管局

25 9 17 5 身体障害者相談員への業務委託等
身体障害者福祉法、同施行令、同施行規則、
同施行細則、東京都身体障害者手帳に関する
規則

福祉保健局

26 18 知的障害者相談員への業務委託 知的障害者福祉法、同施行規則 福祉保健局

27 19 戦傷病者に対する更生医療等の給付等 戦傷病者特別援護法 福祉保健局

28 10 20 6 重度心身障害者手当の支給事務 東京都重度心身障害者手当条例、同施行規則 福祉保健局

29 11 21 7 心身障害者扶養年金の受給者に関する事務
東京都心身障害者扶養年金条例を廃止する条
例による廃止前の東京都心身障害者扶養年金
条例、同施行規則

福祉保健局

29の2 11の2 21の2 7の2
心身障害者扶養年金の清算金受取人等に関す
る事務

東京都心身障害者扶養年金条例を廃止する条
例、同施行規則

福祉保健局

29の3 11の3 21の3 7の3
心身障害者扶養共済制度の加入に関する事務
等

東京都心身障害者扶養共済制度条例、同施行
規則

福祉保健局

30 12 22 8
心身障害者に対する医療費の助成に関する事
務

心身障害者の医療費の助成に関する条例、同
施行規則

福祉保健局

31 13 23 9 母子福祉資金の貸付及び償還に関する事務等
母子及び寡婦福祉法、東京都母子福祉資金貸
付条例、同施行規則

福祉保健局

 24
東京都女性福祉資金の貸付及び償還に関する
事務

東京都女性福祉資金貸付条例、同施行規則 福祉保健局

32 14 25 10
特定施設に関する届出の受理及び整備基準適
合証の交付等

東京都福祉のまちづくり条例、同施行規則 福祉保健局

33 15 27 12 （削　除）
（東京都シルバーパス交付条例、同施行規
則）

34 16 28 13 （削　除）
老人の医療費の助成に関する条例、同施行規
則

福祉保健局

35 17 26
11

11の2
母子生活支援施設、保育所及び児童厚生施設
等に係る届出等に係る経由事務等

児童福祉法、同施行規則、同施行細則 福祉保健局

35の2 17の2 26の2 12 認定こども園の認定等に係る申請書等の受理

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合
的な提供の推進に関する法律、同施行規則、
東京都認定こども園の認定基準に関する条例
施行規則

福祉保健局

36 18 28の2 13の2
受胎調節実地指導員標識の交付申請等に係る
経由事務

母体保護法、同施行令、同施行規則、同施行
細則、東京都福祉保健局関係手数料条例

福祉保健局

37 29の5 養育医療機関指定申請等に係る経由事務等 母子保健法、同施行規則、同施行細則 福祉保健局

38
29の5
の3

調理師免許申請等に係る経由事務
調理師法、同施行令、同施行細則、東京都福
祉保健局関係手数料条例

福祉保健局

39
29の5
の4

製菓衛生師免許申請等に係る経由事務等
製菓衛生師法、同施行令、同施行細則、東京
都福祉保健局関係手数料条例

福祉保健局

40 19
29の5
の5

墓地等の経営の許可等
墓地、埋葬等に関する法律、墓地等の構造設
備及び管理の基準等に関する条例、同施行規
則

福祉保健局

41
29の5
の6

クリーニング師免許申請等に係る経由事務
クリーニング業法、同施行令、同施行規則、
東京都福祉保健局関係手数料条例

福祉保健局

42 20 特定建築物に関する届出の受理等
建築物における衛生的環境の確保に関する法
律、同施行細則

福祉保健局

43 21 29の6
13の4、
13の4の

2

大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の
助成等に関する事務

大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の
助成に関する条例、同施行規則

福祉保健局

44 22
29の6
の2

食品関係営業に関する許可、指導等
食品衛生法、同施行令、同施行規則、同施行
細則、東京都福祉保健局関係手数料条例

福祉保健局

44の2
29の6
の3

食品等の自主回収報告の受理、指導等 東京都食品安全条例、同施行規則 福祉保健局

45 23
29の6
の4

13の4
の3

食品製造業等に関する許可、監視指導等
食品製造業等取締条例、同施行規則、食品衛
生法

福祉保健局

46 24
29の6
の5

13の4
の4

ふぐの取扱に関する指導等 東京都ふぐの取扱い規制条例、同施行規則 福祉保健局

47 25
29の6
の6

13の4
の5

動物質原料運搬業に関する許可等
動物質原料の運搬等に関する条例、同施行規
則

福祉保健局

48 29 犬、猫等の保護及び管理等
東京都動物の愛護及び管理に関する条例、同
施行規則

福祉保健局

49 26
29の6
の7

13の4
の6

病院開設許可申請等に係る経由事務
医療法、同施行令、同施行規則、同施行細
則、東京都福祉保健局関係手数料条例

福祉保健局
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条例 規則 条例 規則
備考

区 市町村
区市町村が処理する事務 法令等 所管局

50
29の6
の8

医師免許申請、業務従事者届等に係る経由事
務

医師法、同施行令 福祉保健局

51
29の6
の9

歯科医師免許申請、業務従事者届等に係る経
由事務

歯科医師法、同施行令 福祉保健局

52
29の6
の10

歯科衛生士業務従事者届に係る経由事務 歯科衛生士法 福祉保健局

53
29の6
の11

歯科技工士免許申請、業務従事者届等に係る
経由事務

歯科技工士法、同施行令、同施行細則 福祉保健局

54
29の6
の12

放射線照射録の検査等
診療放射線技師法(旧法含む）、同施行令（旧
令含む）、同施行細則、東京都福祉保健局関
係手数料条例

福祉保健局

55
29の6
の13

臨床検査技師、衛生検査技師等の免許申請等
に係る経由事務

臨床検査技師等に関する法律（旧法含む）、
同施行令（旧令含む）

福祉保健局

56
29の6
の14

理学療法士及び作業療法士免許申請等に係る
経由事務

理学療法士及び作業療法士法、同施行令 福祉保健局

57
29の6
の15

視能訓練士免許申請等に係る経由事務 視能訓練士法、同施行令 福祉保健局

58 27
29の6
の16

13の4
の7

保健師、助産師、看護師等の免許申請、業務
従事者届等に係る経由事務

保健師助産師看護師法、同施行令、同施行細
則、東京都福祉保健局関係手数料条例

福祉保健局

59
29の6
の17

死体解剖資格の認定申請に係る経由事務 死体解剖保存法、施行令、施行細則 福祉保健局

60 28
29の6
の18

13の4
の8

救急医療機関申出書に係る経由事務
救急病院等を定める省令、救急病院等の申出
に関する規則

福祉保健局

61 29
協力事業所受託申込書及び社会適応訓練申込
書の受理

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、
同施行規則

福祉保健局

61の2 29の2
29の5
の2

13の3
の3

育成医療に関する事務（市町村は経由事
務）、精神障害者医療費助成に関する経由事
務

障害者自立支援法、同施行令、同施行細則 福祉保健局

62 30 29の7 13の5
被爆者及び健康診断受診者証被交付者に係る
申請、届出等に係る経由事務

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律、
同施行令、同施行規則、同施行細則

福祉保健局

63 31 29の8 13の6
健康診断受診奨励金支給申請等に係る経由事
務

東京都原子爆弾被爆者等の援護に関する条
例、同施行規則

福祉保健局

64 32 29の9 13の7
指定医療機関の指定の辞退届等に係る経由事
務

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律、同施行細則

福祉保健局

65
29の
10

薬局の開設許可、医療用品の販売業及び賃貸
業に係る指導等

薬事法、同施行令 福祉保健局

65の2
29の
11

毒物等の業務上取扱者の届出受理、立入検査
等

毒物及び劇物取締法 福祉保健局

65の3
29の
12

麻薬小売業者の免許、立入検査等 麻薬及び向精神薬取締法 福祉保健局

65の4
29の
13

薬局開設者の覚せい剤原料の廃棄の届出の受
理及び立会い等

覚せい剤取締法 福祉保健局

66
29の
14

薬剤師免許申請等に係る経由事務 薬剤師法、同施行令 福祉保健局

67
29の
15

医薬品等広告の監視指導
薬局等の行う医薬品の広告の適正化に関する
条例、同施行規則

福祉保健局

68 33
29の
16

13の8
在宅重症心身障害児(者)訪問事業に係る申請
書経由事務

東京都在宅重症心身障害児(者)に対する訪問
事業の実施に関する規則

福祉保健局

69 34
29の
17

13の9 医療費給付申請書及び請求書の受理
東京都光化学スモッグの影響によると思われ
る健康障害者に対する医療費の助成に関する
規則

福祉保健局

70 35 29の2
13の2
の2

医療費助成申請等の受理等
東京都難病患者等に係る医療費等の助成に関
する規則

福祉保健局

29の3 13の3
精神障害者都営交通乗車証申請等に係る経由
事務

東京都精神障害者都営交通乗車証条例、同施
行規則

福祉保健局

29の4
精神障害者及びその家族等からの相談及び指
導

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、
同施行規則

福祉保健局

71 36
29の
18

13の
10

在宅難病患者緊急一時入院事業における申請
に係る経由事務等

東京都在宅難病患者緊急一時入院事業の実施
に関する規則、東京都在宅難病患者医療機器
貸与事業の実施に関する規則、東京都在宅人
工呼吸器使用難病患者に対する訪問看護事業
の実施に関する規則

福祉保健局

72 商店街振興組合の認可申請の受理等 商店街振興組合法、同施行規則 産業労働局

153



条例 規則 条例 規則
備考

区 市町村
区市町村が処理する事務 法令等 所管局

73 37 30 14,15
都営住宅の地元割当に係る使用予定者の選考
に関する事務等

東京都営住宅条例、同施行規則 都市整備局

74 38 31 16,17
地域特別賃貸住宅の地元割当に係る使用予定
者の選考に関する事務等

東京都地域特別賃貸住宅条例、同施行規則 都市整備局

75 39 32 18,19
特定公共賃貸住宅の地元割当に係る使用予定
者の選考に関する事務等

東京都特定公共賃貸住宅条例、同施行規則 都市整備局

75の2 路外駐車場の設置等に係る事務 駐車場法 建設局

76
緑地保全地区内における建築等の規制に関す
る事務

都市緑地法 建設局

77
風致地区内における建築行為等の規制に関す
る事務

東京都風致地区条例 建設局

78 法定河川の管理等 河川法、東京都河川流水占用料等徴収条例 建設局

79 40
公有土地水面の維持管理（ただし、千川上水
に係るものを除く。）

東京都公有土地水面使用等規則、東京都公有
土地水面使用料等徴収条例、東京都分担金等
に係る督促及び滞納処分並びに延滞金に関す
る条例、東京都分担金等に係る督促及び滞納
処分に係る事務手続き等に関する規則

建設局

80 41 特別区消防団運営委員会委員の委嘱等
消防組織法、特別区の消防団の設置等に関す
る条例、特別区の消防団の組織等に関する規
則

東京消防庁

　　（参考：教育委員会における移譲事務の項目一覧）

条例 規則 条例 規則

1 1
区市町村立学校職員の正規の勤務時間割振
り、週休日指定等

学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する
条例

教育庁

2 2 区市町村立学校職員の育児休業の承認 地方公務員の育児休業に関する法律 教育庁

3 3 区市立学校職員の給料・旅費の支給 市町村立学校給与負担法 教育庁

4 4 区市立学校職員の扶養手当の認定 学校職員の給与に関する条例 教育庁

5 5 区市立学校職員の児童手当の認定、支給 児童手当法 教育庁

6 6 区市立学校講師の報酬・費用弁償の支給
都立学校等に勤務する講師の報酬等に関する
条例

教育庁

7 7
区市立学校再雇用職員の報酬・費用弁償の支
給

非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例 教育庁

8 8 区市立学校職員の臨時的任用 地方公務員法 教育庁

9 9 臨時的任用職員に係る労災保険料納付 労働者災害補償保険法 教育庁

10 10 初任者研修・十年経験者研修の実施
市町村立学校職員給与負担法、教育公務員特
例法

教育庁

11 11
新規採用職員・新任教務主任・主幹教諭研修
の実施

市町村立学校職員給与負担法、地方教育行政
の組織及び運営に関する法律

教育庁

12 12 幼稚園新規採用教員研修の実施 教育公務員特例法 教育庁

13 13 教科書展示会会場維持管理 教科書の発行に関する臨時措置法 教育庁

14 14 教育に係る統計調査の実施 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 教育庁

15 15 成績一覧表調査委員会の運営 学校教育法 教育庁

16 中学校通信教育の実施 学校教育法 教育庁

文 文 文化財保護に関する届出等受理 文化財保護法、東京都文化財保護条例 教育庁

所管局 備考
区 市町村

区市町村が処理する事務 法令等
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【凡例】 

（１）二重線枠で囲まれた地方公共団体は、憲法に明記されている地方公共団体である。 

（２）平均面積及び平均人口は、各国の面積及び人口を各国の広域自治体及び基礎自治体の数で除した数である。 

（３）地方公共団体の団体数・平均面積・平均人口の表中右肩の数値は、日本の広域自治体（都道府県）及び基礎自治体（市町村）の

数値を１とした場合の数である。 

・諸外国の国家体制及び地方公共団体の概要 

・諸外国の大都市制度の比較 
 

フランス、イギリス、イタリア、スウェーデン 

韓国、ドイツ、ベルギー、アメリカ 
          ※ベルギー、アメリカは大都市制度の資料のみ掲載 
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